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横 情 審 答 申 第 2339号 

令 和 ３ 年 １ 月 2 7日 

 

 

横浜市長 林  文 子 様 

 

                  横浜市情報公開・個人情報保護審査会 

                     会 長   藤 原 靜 雄 

 

 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第53条第１項の規定に基づく諮問に

ついて（答申） 

 

 

令和元年６月19日栄保年第406号による次の諮問について、別紙のとおり答申しま

す。 

 

「「神奈川県弁護士会から請求者（特定個人）に対する照会書及び照会

事項（回答書を含む）を記載した文書。戸塚区と栄区の両方。但し、平成

29年12月から起算して平成31年３月までの間 担当部所 税務課、保険年

金課、戸籍課、水道局」のうち、栄区保険年金課分」の個人情報非開示決

定に対する審査請求についての諮問 
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別 紙 

答     申 

１ 審査会の結論 

横浜市長が、「「神奈川県弁護士会から請求者（特定個人）に対する照会書及び

照会事項（回答書を含む）を記載した文書。戸塚区と栄区の両方。但し、平成29年

12月から起算して平成31年３月までの間 担当部所 税務課、保険年金課、戸籍課、

水道局」のうち、栄区保険年金課分」の保有個人情報を保有していないとして非開

示とした決定は、妥当である。 

２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、「「神奈川県弁護士会から請求者（特定個人）に対する照

会書及び照会事項（回答書を含む）を記載した文書。戸塚区と栄区の両方。但し、平

成29年12月から起算して平成31年３月までの間 担当部所 税務課、保険年金課、戸

籍課、水道局」のうち、栄区保険年金課分」（以下「本件保有個人情報」という。）

の個人情報本人開示請求に対し、横浜市長（以下「実施機関」という。）が、平成31

年４月９日付で行った個人情報非開示決定（以下「本件処分」という。）の取消しを

求めるというものである。 

３ 実施機関の非開示理由説明要旨 

本件保有個人情報については、横浜市個人情報の保護に関する条例（平成17年２月

横浜市条例第６号）第２条第６項に規定する保有個人情報が存在しないため非開示と

したものであって、その理由は、次のように要約される。 

栄区福祉保健センター保険年金課（以下「栄区保険年金課」という。）では、平成

29年12月から平成31年３月までの間に、神奈川県弁護士会から審査請求人の保有個人

情報に関する照会書等を受け付けた事実がないことから、本件保有個人情報は、作成

し、又は取得しておらず、保有していないため、非開示とした。 

４ 審査請求人の本件処分に対する意見 

審査請求人が、審査請求書、反論書及び意見書において主張している本件処分に対

する意見は、次のように要約される。 

(1) 本件処分の取消しを求める。 

(2) 審査請求人の所有する不動産は、弁護士（以下「本件弁護士」という。）によ
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り、一般の先取特権に基づいて差し押さえられ、不動産競売申立て（以下「本件

不動産競売申立て」という。）をされた。民法（明治29年法律第89号）第335条第

１項では、「一般の先取特権者は、まず不動産以外の財産から弁済を受け、なお

不足があるのでなければ、不動産から弁済を受けることができない。」と規定さ

れている。審査請求人は、本件不動産競売申立て当時、不動産以外の財産を保有

していたにもかかわらず、本件弁護士は、不動産以外からの弁済を受けることな

く、本件不動産競売申立てを行っており、本件不動産競売申立ては違法である。 

 (3) 本件不動産競売申立てにあたり、本件弁護士は、審査請求人に民法第335条第１

項で規定する不動産以外の財産がないことの報告書（以下「本件報告書」とい

う。）を裁判所に提出している。本件報告書では、審査請求人が金銭的、経済的

困窮にあるなどと事実無根のねつ造をもって中傷・誹謗がされている。これらの

本件弁護士の主張は、本件弁護士が実施機関から提供された審査請求人の税金等

の滞納の有無という実施機関の握っている審査請求人の個人情報を根拠としてい

る。審査請求人が調査したところ、これらの個人情報は、弁護士法（昭和24年法

律第205号）第23条の２に基づき、本件弁護士の申し出により、神奈川県弁護士会

から実施機関への照会が行われ、これに対し実施機関が審査請求人の個人情報を

提供したことにより、本件弁護士が取得したものである。本件弁護士は、これら

の個人情報を審査請求人の経済的な困窮を証する証拠として裁判所に提出してい

る。 

したがって、実施機関は、神奈川県弁護士会から実施機関への審査請求人の個人

情報に係る照会に対し実施機関が審査請求人の個人情報を提供した事実を隠してお

り、これを不存在と偽ることは違法である。 

なお、審査請求人は、経済的な困窮から滞納しているのではなく、実施機関職員

らによる組織的な犯罪に対する抵抗である。 

５ 審査会の判断 

(1)  栄区保険年金課の分掌事務について 

栄区保険年金課では、栄区における横浜市区役所事務分掌規則（昭和52年6月横

浜市規則第68号）第２条第１項福祉保健センターの項保険年金課の部に掲げる国民

健康保険、介護保険及び後期高齢者医療制度の被保険者の資格の得喪に関すること、

国民健康保険料、介護保険料及び後期高齢者医療保険料の賦課に関すること、国民

健康保険、介護保険及び後期高齢者医療制度の給付等に関すること、国民健康保険
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料、介護保険料及び後期高齢者医療保険料の収納及び未納対策に関すること等の事

務を分掌している。 

 (2)  本件保有個人情報について 

   本件保有個人情報は、平成29年12月から平成31年３月までの期間（以下「本件請

求期間」という。）に、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険等に係る審

査請求人の個人情報について、神奈川県弁護士会が栄区保険年金課に対して照会し

た照会書及び回答書を含む照会事項を記載した文書と解される。 

審査請求人は、本件不動産競売申立ての証拠書類として栄区保険年金課の保有す

る審査請求人の個人情報が裁判所に提出されていることから、本件請求期間に神奈

川県弁護士会から栄区保険年金課への照会はあったはずであり、神奈川県弁護士会

からの照会書やそれに対する栄区保険年金課の回答書が存在すると主張している。 

栄区保険年金課は、本件請求期間に神奈川県弁護士会から審査請求人の個人情報

に係る照会を受けた事実がないことから、本件保有個人情報を作成し、又は取得し

ていないとして、非開示としている。 

 (3) 本件保有個人情報の不存在について 

ア 栄区保険年金課は、本件保有個人情報を保有していないと説明しているため、

この点について栄区保険年金課に確認したところ次のとおり説明があった。 

(ｱ) 栄区保険年金課では、弁護士法第23条の２に基づく照会を含む外部機関か

らの保有個人情報の照会書について、照会に対して回答する場合には、横浜

市行政文書管理規則（平成12年３月横浜市規則第25号）第２条第２項の文書

管理システムに収受登録をして、照会に対する回答文の起案をし、決裁を受

けている。照会に対して回答しない場合には、回答しない旨について横浜市

行政文書取扱規程（平成17年３月達第１号）第12条第７項第２号の処理印で

決裁を受けている。また、これらの照会書は、関連するその他の文書ととも

にファイリングして管理している。 

(ｲ) 本件処分をするにあたって、栄区保険年金課では、本件請求期間における

神奈川県弁護士会からの審査請求人に係る個人情報の照会書がファイルにと

じられていないことを確認している。また、念のため、本件請求期間に審査

請求人に係る個人情報を神奈川県弁護士会に提供するための回答文の起案に

ついても文書管理システムで検索し、回答をしていないことを確認している。 

(ｳ) したがって、本件請求期間の神奈川県弁護士会からの審査請求人の個人情
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報に係る照会書及び当該照会書に対する回答書等は存在しない。 

イ 上記アの栄区保険年金課の本件保有個人情報の検索方法に特段不自然な点はな

く、本件請求期間に神奈川県弁護士会から審査請求人の個人情報に係る照会が

なかったことから、本件保有個人情報は保有していないという栄区保険年金課

の説明は、是認できる。 

ウ 審査請求人は、本件不動産競売申立てにおいて、栄区保険年金課の保有する

審査請求人の個人情報が記載された文書が裁判所に提出されていると主張して

いるため、以下この主張について検討する。 

(ｱ) まず、不動産競売申立てに係る一般的な必要書類として、栄区保険年金課

の保有する審査請求人に係る個人情報が記載された文書が裁判所に提出され

た可能性について検討する。 

(ｲ) 本件不動産競売申立ては一般の先取特権に基づくものとのことであるが、

不動産競売に係る一般的な必要書類は、申立書、不動産登記事項証明書、公

課証明書、債務者の住民票等である（民事執行規則（昭和54年最高裁判所規

則第５号）第173条第１項、第23条及び第23条の２参照。）。 

(ｳ) 上記の担保不動産競売申立ての一般的な必要書類には、栄区保険年金課の

保有する国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険等の個人情報は含ま

れない。したがって、本件不動産競売申立てに係る必要書類として栄区保険

年金課の保有する審査請求人に係る個人情報が裁判所に提出された可能性は

ないといえる。 

(ｴ) また、不動産競売に係る一般的な必要書類とは別に、栄区保険年金課の保

有する審査請求人に係る個人情報が記載された文書が裁判所に提出されたと

いうことも考えられるが、そのような事実は、審査請求人の提出書類からは

確認できなかった。 

エ また、審査請求人は、本件報告書を審査請求書に添付し、本件報告書が、栄

区保険年金課が本件弁護士に提供した審査請求人の個人情報に基づいて作成さ

れているとも主張しているため、この点について検討する。 

(ｱ) 当審査会において、本件報告書を見分したところ、審査請求人の金銭的な

困窮をうかがわせる旨の主張がなされていた。 

(ｲ) しかしながら、その主張は、審査請求人の国民健康保険、介護保険、後期

高齢者医療保険等に係る個人情報から得られる情報を根拠としているという
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わけではなかった。 

(ｳ) したがって、栄区保険年金課が本件弁護士に提供した審査請求人の個人情

報に基づいて、本件報告書が作成されていることを推認させる事情は認めら

れない。 

オ 審査請求人は、その他縷々主張するが、いずれも当審査会の判断を左右するも

のではない。 

(4) 結論 

以上のとおり、実施機関が本件保有個人情報を保有していないとして非開示とし

た決定は、妥当である。 

 

（第二部会） 

委員 金子正史、委員 髙橋良、委員 西川佳代 
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《 参  考 》 

審  査  会  の  経  過 

年 月 日 審  査  の  経  過 

令 和 元 年 ６ 月 1 9 日 ・実施機関から諮問書及び弁明書の写しを受理 

令 和 元 年 ７ 月 1 7 日 ・審査請求人から意見書を受理 

令 和 元 年 ７ 月 1 8 日 ・実施機関から反論書の写しを受理 

令 和 元 年 ７ 月 1 8 日 

（第249回第三部会）

令 和 元 年 ７ 月 2 3 日 

（第329回第一部会） 

令 和 元 年 ７ 月 2 6 日 

（第363回第二部会） 

・諮問の報告 

令 和 ２ 年 ９ 月 ９ 日 

（第383回第二部会） 
・審議 

令 和 ２ 年 ９ 月 2 3 日 

（第384回第二部会） 
・審議 

令 和 ２ 年 1 0 月 1 4 日 

（第385回第二部会） 
・審議 

令 和 ２ 年 1 0 月 2 8 日 

（第386回第二部会） 
・審議 

令 和 ２ 年 1 1 月 1 0 日 

（第387回第二部会） 
・審議 

令 和 ２ 年 1 1 月 2 5 日 

（第388回第二部会） 
・審議 

令 和 ２ 年 1 2 月 ９ 日 

（第389回第二部会） 
・審議 

 




